
事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等

事業イメージ
事業目的・概要
工場・事業場、住宅、ビルにおける省エネ関連投資を促進することで、エ
ネルギー消費効率の改善を促し、徹底した省エネを推進します。

成果目標
 2030年度省エネ見通し（5,030万kl削減）達成に寄与します。
 2020年までに新築戸建住宅の過半数のZEH実現と公共建築物にお
けるZEB実現及び、省エネリフォーム件数の倍増を目指します。

事業者等
補助

補助（①1/2,1/3,1/4 ②戸建：定額 集合：2/3
③2/3 ④1/2、1/3）

給湯

照明

暖房

冷房
換気

削減

エネルギーを上手に使う

＋

エネルギーを創る

大幅な省エネを実現した上で、再生可能エネルギーにより、
年間で消費するエネルギー量をまかなうことを目指した住宅/建築物

②、③
ZEH/ZEBとは

＋

エネルギーを極力
必要としない

①省エネルギー設備への入替支援
工場等の省エネ設備入替促進のため、対象設備を限定しない「工
場・事業場単位」及び申請手続が簡易な「設備単位」での支援を行
います。また、複数事業者が連携した省エネ取組についての支援を強
化します。

② ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH：ゼッチ）の実証支援
ZEHの普及目標を掲げたZEHビルダーにより建築されるZEH+（現
行のZEHより省エネを更に深堀りするとともに、設備のより効率的な運
用等により太陽光発電等の自家消費率拡大を目指したZEH）や集
合住宅におけるZEH化の実証を支援します。

③ ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB：ゼブ）の実証支援
ZEBの設計ノウハウが確立されていない民間の大規模建築物等につ
いて、 先進的な技術等の組み合わせによるZEB化の実証を支援し、
その運用実績の蓄積・公開・活用を図ります。

④ 次世代省エネ建材等の実証支援
既存住宅における消費者の多様なニーズに対応することで省エネ改
修の促進が期待される、工期短縮可能な高性能断熱建材や、快適
性向上にも資する蓄熱・調湿材等の次世代省エネ建材等の効果の
実証を支援します。

④

複数事業者が連携した取組

① 工場・事業場単位での支援
事業者の省エネ取組を支援

省エネルギー投資促進に向けた支援補助金
平成31年度概算要求額 600.4億円（600.4億円）

設備単位での支援（例）

業務用給湯器 産業用ヒートポンプ

設備更新
エネマネ事業者※の活用による
効率的・効果的な省エネ

※エネマネ事業者：エネルギーマネジメントシステムを導入し、エネルギーの見える化
サービスをはじめとした、エネルギー管理支援サービスを通じて工
場・事業場等の省エネルギー事業を支援する者。

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業者Ｂ
上工程

上工程
統合・集約

設備廃止

増エネ

下工程

下工程
半製品の供給

ＡとＢ
全体で省エネ事業者A

製品

製品

製造工程

省エネ

次世代省エネ建材等の実証支援

設備導入

工期を短縮して断熱改修
蓄熱や調湿による消費エ

ネルギー低減

断熱
パネル

既存壁
壁紙

蓄熱材

調湿材
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